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令和元年度決算に基づく府中町健全化判断比率及び資金不足比率に係る審査     

意見について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により

審査に付された令和２年度決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率

、将来負担比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について

審査した結果、次のとおり意見を提出します。 



第１　審査の概要

1 審査の対象

２ 審査の期間

　令和２年８月１９日から８月２１日まで

３ 審査の法的根拠

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項

４ 審査の観点と方法

第２　審査の結果

　令和元度決算に基づく府中町健全化判断比率

　審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率に関する書類は、いずれも関係法令

に準拠して作成され、その計数も正確であると認められた。

　また、いずれの比率も早期健全化基準を下回っており、基準を上回った場合に適用され

る財政健全化計画及び財政再生計画を定める必要がないことが確認された。

　なお、詳細については以下のとおりである。

　審査に付されたそれぞれの比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、関

係法令に従って適正に作成され、その計数が正確であるかを観点として、関係諸帳簿・証

書類と照合して実施した。

令和元度決算に基づく府中町健全化判断比率及び資金不足比率に係る審査意見

　令和元年度決算に基づく資金不足比率

　 （１） 実質赤字比率

 　（２） 連結実質赤字比率

 　（３） 実質公債費比率

 　（４） 将来負担比率
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（単位：％）

（ ） （ ）

（ ） （ ）

（ア）　実質赤字比率

｛（ ＋ ）/（ 30× ） ＋ ＝ ％
（イ）　連結実質赤字比率

（ウ）　実質公債費比率

（エ）　将来負担比率

　一般会計等が将来負担するべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率である。

（オ）　資金不足比率

第　1  表　　健 全 化 判 断 比 率 及 び 資 金 不 足 比 率 の 状 況

健 全 化 判 断 比 率

－

将来負担年　　　度

比 率

　なお、健全化判断指標における実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来
負担比率は府中町の標準財政規模に基づき算定された数値等である。

　したがって、健全化判断比率及び資金不足比率のいずれにおいても早期健全化基準を下回って
おり、府中町の財政は健全な状況にある。

　また、財政再生基準は、実質赤字比率20.00％、連結実質赤字比率30.00％及び実質公債費比率
35.00％であり、健全化判断比率のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生計画
を定めることとなる。

109.65.6
－

△ 0.97

△ 4.51

令 和 元 年 度

令 和 元 年 度

比 率

－－
平 成 30 年 度

△ 0.07

比 率

・・・

平 成 ３ ０ 年 度

25.00 350.00

うち臨時財政対策債発行可能額　

・・・

785,969

財政再生基準

13.35早期健全化基準

年　　　　　　度

１　健全化判断比率及び資金不足比率の状況

比 率

18.35

30.00

9,832,372

20.00

△ 0.23

標準財政規模（千円） 

35.00

(注)　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については赤字がないため「－」で表示し、下段の括弧書きには
黒字の数値を参考値として「△」で表示した。資金不足比率については、資金不足が発生していないため
「－」で表示した。

9,921,811

20.00

－7.1 113.6

－

　府中町の令和元年度における健全化判断比率及び資金不足比率の状況は、実質赤字比率及び連結

実質赤字比率については-％で赤字はなく、実質公債費比率は5.6％、将来負担比率は、109.6％、
資金不足比率は-％で資金不足は発生していない。

　公営企業に属する会計及び一部事務組合の公営企業会計の、公営企業毎の資金不足額の事業規模に
対する比率である。

714,395

　全会計、一部事務組合及び広域連合の、一般会計が負担する公債費等の標準財政規模に対する比率
である。

　全会計の赤字額の標準財政規模に対する比率である。なお、連結実質赤字比率の早期健全化基準
は、実質赤字比率の早期健全化基準に5％を加えた数値である。

　一般会計等に属する会計の赤字額の標準財政規模に対する比率である。なお、早期健全化基準にお
ける実質赤字比率算定式（標準財政規模が50億円以上200億円未満の公共団体用）は次式のとおりで
ある。

9,921,811 10,000,000 20｝/2×100 13.359,921,811

＊　健全化判断指標の定義

連結実質赤字 実質公債費

　早期健全化基準は、実質赤字比率13.35％、連結実質赤字比率18.35％、実質交債費比率
25.00％、将来負担比率350.00％、資金不足比率20.00％であり、４つの健全化判断比率及び資金
不足比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、財政健全化計画を定めることとなる。

資金不足
比　　率

実質赤字
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２　実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況

（注）実質収支及び連結実質収支に赤字がないため、実質赤字比率及び連結実施

赤字比率は「－」で表示し、下段に黒字の数値を参考値として「△」で表示した。

　　（カ）　標準財政規模

第　2　表　　実質赤字比率及び連結実質赤字比率の状況

（単位：千円、％）　

会　　　　　　　　計　　　　　　　　名

一 般 会 計 等

一 般 会 計

　地方公共団体の標準的な状態で通常収入が見込まれる一般財源の規模を示す指標である。な
お、健全化判断比率の算定においては臨時財政対策債発行可能額が含まれる。

  府中町における一般会計等の実質収支額の計は742万6千円である。
　一般会計等における実質収支額の計が赤字である場合において、赤字額の標準財政規模
に対する比率が実質赤字比率となる。令和元年度において実質赤字は存在せず、黒字の参
考数値としては、△0.07％であった。

実質収支額

7,426

土 地 取 得 0

　また、一般会計等、一般会計等以外の特別会計のうち公営企業に係る特別会計以外の会
計及び公営事業に係る特別会計（法適用企業・宅地造成事業以外）における連結実質収支
額（実質収支額及び資金不足・剰余額の計）は9,672万6千円である。

　上記全会計における連結実質収支が赤字である場合において、赤字額の標準財政規模に
対する比率が連結実質赤字比率となる。令和元年度における連結実質収支にも赤字は存在
せず、黒字の参考数値としては△0.97％であった。

一般会計等の属
する特別会計

介 護 保 険

標 準 財 政 規 模 （ ア ）

7,426

7,426

下 水 道 事 業

一般会計等以外の特別会計のうち公営
住宅に係る特別会計以外の会計

一 般 会 計 等 実 質 収 支 額 （ Ａ ）

後期高齢者医療

89,300

資金不足・剰余金会 計 名

1,720

国民健康保険

会 計 名 実質収支額

9,921,811

△ 0.07

計　（Ａ）

△ 0.97
連 結 実 質 赤 字 比 率 （ ％ 、 Ｄ / ア ）

実 質 赤 字 比 率 （ ％ 、 Ａ / ア ）
-

96,726

9,921,811

計　（Ｃ）

0

計　（Ｂ）

－

連 結 実 質 収 支 額 （ Ｄ ＝ Ａ + Ｂ + Ｃ ）

標 準 財 政 規 模 （ ア ）

0

9,855

77,725

公営企業に係る特別会計（法適用企
業・宅地造成事業以外）
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15,531

6,204

令和元年度

23,038

1,680,844

（Ｂ）　地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元利償還金」）

1,619,946元利償還金の額（繰上償還額等を除く）

0

1,626,726

0 0

1,626,726

満期一括償還地方債の１年当たりの元金償還金に
相当するもの（年度割相当額）

0

地方公務員等共済組合が建設した職員住宅等
の無償譲渡を受けるために支払う賃借料（省令
第７条第４号）

1,558

87,556

16,354

3,349

00

0

0

00

0 0

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

294,998

1,680,844

0

社会福祉法人が施設の建設のために借り入れた
借入金の償還に対する補助（省令第７条第５号）

26,506

地方公共団体以外の者の債務を引き受けた場
合における当該債務の履行に要する経費の支
出（省令第７条第７号）

0

282,949

275,572

特定財源の額 275,572243,427

（Ｃ）　元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源

324,896

240,770

240,770

計

425,816

平成30年度

0

12,184

41,918170,921

項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目

（A）　地方債の元利償還金

25,273

0

ＰＦＩ事業に係る債務負担行為に係るもの（省令
第７条第１号）

いわゆる五省協定等により、利便施設及び公共
施設を買い取るために行った債務負担行為に係
るもの（省令第７条第２号）

129,183

0

一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認め
られる補助金又は負担金

公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還
の財源に充てたと認められる繰入金

0

一時借入金の利子 7719

17,438

３　実質公債費比率の状況

第　3　表　　実 質 公 債 費 比 率 の 状 況
（単位：千円）　

平成29年度

計

積立不足額を考慮して算定した額

141,299

0

0

その他これらに準ずると認められるもの（省令第７
条第８号）

23

利子補給に係るもの（政令第１１条第４号）

0

　府中町における直近過去３年間の単年度実質公債費比率は、令和29年度が　6.28％、
平成30年度が6.03％、令和元年度が4.59％である。

　令和元年度における実質公債費比率は、平成29・30・令和元年度の実質公債費比率の3
ケ年平均値で、5.6％である。

0

0

国営土地改良事業並びに独立行政法人森林総
合研究所、独立行政法人水資源機構及び独立
行政法人環境再生保全機構の行う事業に対す
る負担金（省令第７条第３号）

損失補償又は保証に係る債務の履行に要する
経費の支出（省令第７条第６号）

計

243,427

480,395

276,751

1,619,946

0
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）

）

）

（E）　標準的な規模の収入額（「標準財政規模」）

9,575,964 8,233,080

計 10,160,506

）-（ （C） +　（D)

（ア）　平成29年度　実質公債費比率（％）

9,832,372 9,921,811

6.28
240,770

8,282,552

329,869

254,673臨時財政対策債発行可能額

普通交付税額 813,323 924,864

785,969

1,302,600

3
＝

実 質 公 債 費 比 率
３ ヵ 年 平 均 （ ％ ）

平 成 ２ ９ （ 単 ） 年 度
実質公債費比率(%)

令 和 元 （ 単 ） 年 度
実質公債費比率(%)

9,832,372

5.6

（ （A）

6.03

   （平成29・30・令和元年度の実質公債費比率の３ヵ年平均値）

- （D） 1,335,319

+ +

平 成 ３ ０ （ 単 ） 年 度
実質公債費比率(%)

9,921,811

- （D）

≒ 4.59

（エ）　健全化判断指標である実質公債費比率

4.59

6.03
（E）

（ （A）

00 0

1,099,092

224,104 194,537 186,540

1,148,779

計 1,302,600

事業費補正により基準財政需要額に算入された公
債費

（Ｄ）　地方債に係る元利償還金に要する経費として普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要
    額に算入された額（「算入公債費の額」）及び準元利償還金に要する経費として普通交付税の額
    の算定に用いる基準財政需要額に算入された額（「算入準公債費の額」）

1,626,726 +　（B）

（E）

6.28

1,293,629
≒

1,335,3191,680,844 +　（B）

243,427 +　（D)）-（ （C）

1,293,629

324,896 ）-（ （C） 275,572 +　（D)

（ウ）　令和元年度　実質公債費比率（％）

425,816

（イ）　平成30年度　実質公債費比率（％）

≒
（ （A） 1,619,946 +　（B）

714,395

480,395

10,160,506 1,302,600（E） - （D）

標準税収入額等

災害復旧費等に係る基準財政需要額 1,078,496

密度補正により基準財政需要額に算入された元利
償還金

1,293,629 1,335,319
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（単位：千円）　

公営企業債等繰入見込額

1,147,912

25,122,804地方債の現在高

4,131,344

債務負担行為に基づく支出予定額

４　将来負担比率の状況

（Ａ）　将来負担額

第　4　表　　将 来 負 担 比 率 の 状 況

　将来負担比率は、将来負担額336億3,591万4千円から充当可能財源等242億2,395万円
を差し引いた94億1,196万4千円の、標準財政規模99億2,181万1千円から算入公債費等の
額13億3,531万9千円を差し引いた85億8,649万2千円に対する比率であり、府中町の令和
元年度における算定数値は109.6％である。

（Ｃ）　標準財政規模

（Ｂ）　充当可能財源等

0

0

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る。）

33,635,914

2,414,775

0

0

計

819,079組合負担等見込額

0

0

0

連結実質赤字額

地方道路公社

土地開発公社

第三セクター等 0

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

1,785,638

4,035,266

組合連結実質赤字額負担見込額

充当可能基金

充当可能特定歳入

計

標準財政規模

3,565,682

18,403,046

うち都市計画税

基準財政需要額算入見込額

（Ｃ）

（Ｂ）

（Ｄ）

24,223,950

1,335,319

 ◇　将来負担比率

＝
9,921,811

33,635,914

（A）

8,586,492
＝

将来負担比率（％）

109.6
－
－

9,411,964

計 1,335,319

計

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るものに限る。）

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

災害復旧費等に係る基準財政需要額

186,540

0

（Ｄ）　算入公債費等の額

9,921,811

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係る
ものに限る。）

1,148,779

0

24,223,950

9,921,811
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(注) 資金不足比率については、資金不足が発生していないため「－」で表示した。

 令和元年度における資金不足は発生していない。

５　資金不足比率の状況

　府中町における公営企業に係る特別会計は、下水道事業（法適用企業・宅地造成事業以
外）のみである。

 下水道事業の資金剰余金は0千円、事業の規模は8億3,449万1千円である。　
 公営事業会計における資金不足額の事業の規模に対する割合が資金不足比率となる。

第　5　表　　資 金 不 足 比 率 の 状 況

⑥ - ⑦ - ⑧ (3)

流 動 資 産 ⑥

解 消 可 能 資 金 不 足 額 (5)

243,077

（単位：千円、％）　

834,491

9,921,811

下 水 道 事 業

696,796

33,080

公 営 企 業 に 係 る 特 別 会 計

（ 法 適 用 企 業 ・ 宅 地 造 成 事 業 以 外 ）

245,131

834,491

0

0

① - ② - ③ - ④ - ⑤ (1)

0

0控 除 財 源 ⑦

控 除 額 ⑧

令 ３ 条 １ 項 の 額 ・ 令 ４ 条 の 額 (4) ： (1)+(2)-(3)

0

標 準 財 政 規 模 比 （ ％ 、 (6) / (10) ） 0.0

31,026

-

245,131

事 業 の 規 模 (9)

う ち 指 定 管 理 者 利 用 料 金

営 業 収 益 の 額 - 受 託 工 事 収 益 の 額 (8)

資 金 不 足 額 （ 資 金 不 足 比 率 ） (7)

資 金 不 足 額 ・ 剰 余 額 （ 連 結 実 質 赤 字 比 率 ） (6)

標 準 財 政 規 模 (10)

資 金 不 足 比 率 （ ％ 、 (7) / (9) ）

算 入 地 方 債 (2)

流 動 負 債 ① 863,195

控 除 企 業 債 等 ② 620,118

控 除 未 払 金 等 ③ 0

控 除 額 ④ 0

Ｐ Ｆ Ｉ 建 設 事 業 費 等 ⑤ 0
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